
 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

  

 

    

   

   

  

  

  

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今度の改正では、法人税課税ベースの拡大策も重要な柱として注目されている。 

１）欠損金の繰越控除縮小：平成２７年４月１日からの２年間に開始する事業年度における控

除限度額を、控除前の所得の額の６５／１００相当額に、さらに平成２９年４月１日以後につい

ては５０／１００相当額とする。中小法人等については、現行の限度額を存置。また繰越期間を

１０年に延長し、帳簿書類の保存期間、法人税の欠損金額に係る更正の期間制限及び請求期間も

各１０年とする。２）株式配当への課税強化：完全子法人株式等（保有割合１００％）、及び関

連法人株式等（同１／３超）の配当等の益金不算入割合を１００／１００とし、その他の株式等

で５０／１００、非支配目的株式等（同５％以下）で２０／１００とする。公社債投資信託以外

の証券投資信託収益の分配では、その全額を益金算入。ただし特定株式投資信託の収益の分配に

は、上記の非支配目的株式等と同じ割合を適用する。３）研究開発税制の縮小：控除税額の上限

を当期の法人税額の３０％に引き上げる措置を廃止。一方で、特別試験研究費はその範囲を見直

すとともに税額控除率を引き上げる。控除税額の上限は、研究費の総額に係る税額控除制度及び

中小企業技術基盤強化税制と別に当期の税額の５％とする。
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『平成２７年度税制改正大綱（２） 受取配当等への課税強化』 

 

』 

 

『訪日外国人消費動向調査 総額２兆円を超えて過去最高に』 

』 

 

観光庁より、訪日外国人消費動向調査の平成２６年年間値（速報）が発表された。その結果、

訪日外国人旅行消費の総額は２兆３０５億円で過去最高となったことがわかった。 

訪日外国人旅行消費の概要として、一人当たり訪日外国人旅行消費額は、前年（１３万６，６

９３円）比１０．７％増の１５万１，３７４円と推計され、過去最高額となった。また平成２６

年の訪日外国人旅行消費の総額は、前年（１兆４，１６７億円）比４３．３％増の２兆３０５億

円と推計され、こちらも過去最高額となる。同総額は平成２３年を境に、３年間右肩上がりが続

いている。国籍・地域別では、中国が、対前年２倍を超える約５，６００億円となり、総額の４

分の１を超える額を占めた。中国の内訳としては、１人当たり旅行支出額が２３万１，７５３円

で昨年比１０．４％の増加、訪日外国人旅行者数（人）は、２４０万９，２００人で昨年比８３．

３％の増加となった。このほか、タイ、台湾、マレーシアなどが、対前年で大幅な増加となって

いる。費目別に旅行消費額をみると、前年第２位の買い物代（構成比３２．７ 

％）が、前年第１位の宿泊費（構成比３３．６％）を上回って、平成２６年は 

第１位（構成比３５．２％）となった。 

 

     21世紀を創造する中小企業のベストパートナー  〒460-0012 名古屋市中区千代田三丁目 14番 22号 

                                          (葵総合税理士法人) 

                           TEL：(052) 331-1768 FAX：(052) 332-5282 

    『Homepage』http://www.aoi-cms.com/  『e-mail』aoi@aoi-cms.com  

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます。 

http://www.aoi-cms.com/
mailto:aoi@aoi-cms.com

